
実施項目3. CCSの円滑な導入手法の検討

•CCSの円滑な導入にあたっては、一般市民を含む、CCSに関わるすべてのス
テークホルダの合意形成が重要である。

•CCSに対する合意形成に向けた課題を明らかにするため、環境配慮型CCSの優
位性・課題を整理したうえで、合意形成に影響を与える政策、経済性、および社会
受容性に関する調査・分析を実施するとともに、CCSの海外への展開に向けた検
討を行う。

背景・目的

実施項目3検討の構成

実施内容

環境配慮型CCSの優位性・課題の整理

CCSに関する技術・制度等関連動向調査

環境配慮型CCSの定義及び優位性・課題の整理

環境配慮型CCSの定義を明確化し、環境配慮型CCSに資する技術や関連
制度それぞれについて優位性や課題を検討する。

環境配慮型CCSの要素（案） 具体例

自然環境への

配慮

CO2排出 CCSの各プロセスにおけるCO2排出量

環境負荷 各プロセスで排出される化学物質量、

アミン吸収液等の環境リスク、等

生物多様性 操業による生物多様性の保全に対する

影響、等

社会環境への

配慮

CO2漏出リスク 各プロセスにおけるCO2漏出リスク、

とり得る対策、等

エネルギーコスト エネルギーコスト（特に電力価格）への

影響、等

経済効果等 国内および事業実施地域への経済波及

効果・雇用創出効果、その他副次的効果

漁業等への配慮 漁業や船舶走行等の既往経済活動への

配慮、等

市民の認知 CCSの必要性、潜在的リスクに対する懸念

など市民の認知への配慮、等

環境配慮型CCSの要素
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国内外の動向調査
及び環境配慮型CCSの
優位性・課題の整理

経済性等評価

社会受容性の検討

円滑な導入手法
の検討

海外展開の検討

CCSに関するステークホルダ

国内

海外

一般市民

事業実施者

事業実施者
以外の企業

NGO

エキスパート
（学識者等）

政府

政府、企業等

・ CCSに関する技術・制度等
関連動向調査

・環境配慮型CCSの優位性

および 課題の比較整理

・事業性評価
・導入施策評価
・ライフサイクルCO2評価

・ステークホルダの認識の把握
・ CCSの社会受容性向上および
合意形成に向けた戦略の検討

・海外展開手法の検討
・国内外関連機関との連携の検討

■環境配慮型CCSの
意義と重要性、効果の明確化

■CCS導入に必要
となる施策とその
効果

■社会受容性
向上のための戦略

■海外展開に
おけるCCSの
位置づけの明確化

検討項目 達成目標

メディア

社会受容性の検討

市民参画と知識マネジメントを二本の柱とした「社会的合意形成に向けた戦略」の
立案
以下についての検討を行う。

•社会調査によるステークホルダや一般市民の認識の把握
•知識ギャップ（気候変動やCCSの有効性に関する不確実性）の把握
•ソフトウェア／システムの設計・開発

意見形成の流れ（従来の研究より）

知識ギャップ
気候変動問題やCCS技術の有効性

に関する不確実性（の存在）

A. ステークホル
ダの認識に
関する調査

B. より多数が受け入れ
（accommodate）られる

説明・主張の探索

本事業における課題解決のアプローチ

問題認識
ステークホルダごとに異なる環境
問題、経済社会問題に関する

信条(belief) の存在

不確実性の幅により
異なる解釈の存在

CCSの実施について
の賛否の別れ

C. 不確実性の低減

D. 環境配慮型CCSの
ブランドデザイン

E. 合意形成の戦略

F. 包括的知識ベース

地球温暖化は喫緊の現実的問題で

ある

温室効果ガス（特にCO2）の大幅削減が

必要である

 CCSはCO2の大幅削減に有効な実現

可能な技術である

 CCSに関する制度や事業の全体は

未確立である

 CCSは経済的に実現可能である

 CCSはコストが掛りすぎる

 CCSは許容できないようなリスクなしで

実施可能である

 CCSによって、現在の社会・産業構造を

急激に変化させること無くCO2を大幅削減

することが可能である

 CCSによって再生可能エネルギー等の

抜本的対策の導入に遅滞が生ずる

（だから長期継続はしない）

CCS支持 橋渡しとしての
CCSの許容

温暖化防止
連携

エネルギー
関連産業等

反対派
ENGO

早急なCO2排出量大幅削減
の達成

制度の確立と経済性を条件
とした推進協力

現状のエネルギー・産業
構造の維持

脱炭素・脱大量消費社会の
実現

 CCSは未知の許容できないリスクを

伴う

中核的信条及び
これに基づくポリシー

付属的主張

調整による付属的主
張の変更可能性

環境配慮型CCSの目指す社会的連携の例

便益
ポータル

感情
ポータル

アイデンティティ

ポータル
認識

ポータル

規範
ポータル

マニュピュレーション

とならないための配慮が
必要

ブランドの選択
動機となる

5つの
ポータル

コアターゲットの具体的な興味対象（東日本大震災後のCO2
排出量増大及び削減目標不履行の懸念等）に即した当該技術
の知覚品質（認識上の品質）の優位性の説明

ターゲット層の矛盾の指摘（原発停止と再生可能
エネルギー導入の時間の遅れによる化石燃焼使用量と
CO2排出量の増大）

自尊心の刺激（将来の脱炭素社会という理想と今日の
エネルギーセキュリティやCO2排出量削減という現実の
バランスをとった賢い選択）

ブランドの強みが発揮できるテリトリーの規定（CO2排出量
大幅削減の早期実現、複数の排出源への柔軟な対応、再生
可能エネルギーへの橋渡し、等）

弱みから強みへの反転（”end of pipe solution”であるが故に
現在の産業構造への影響が小さい、卒業時期を区切った
橋渡しとしての位置づけが明確、等）

ブランドの選択動機となるポータルのコンセプト

経済性等評価

経済性評価
シャトルシップ輸送・貯留システムを中心としたCCS事業全体の経済性や、事業
主体へのインセンティブについて評価する。
ライフサイクルアセスメント
シャトルシップ輸送・貯蔵システムを利用するCCSの温室効果ガス排出量を、LCA
の観点から評価する。


